
平成 29 年 3 月

平成 28 年度 平成 37 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,120 円 3,159 円

3,218 円 3,224 円

3,218 円 3,233 円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　業務用使用料体系の設定はありません。

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　その他の使用料体系の設定はありません。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度

平成26年度 平成26年度

平成27年度 平成27年度

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいいます。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含みます）をいいます。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　基本使用料　8㎥まで 1,300円
　従量使用料　8㎥を超える部分 1㎥につき140円
　別途消費税が加算されます

　法非適用
　（法適用　平成３１年４月１日予定）

処 理 区 域 内 人 口 密 度 　１０．５人／ｈａ
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
　無し

処 理 区 数 　３区（黒生野処理区・三財川南処理区・岩崎処理区）

処 理 場 数 　３箇所（黒生野処理場・三財川南処理場・岩崎処理場）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　該当はありません。

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指します。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指します。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指します。

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

黒生野処理区　平成７年度（２１年）
三財川南処理区　平成９年度（１９年）
岩崎処理区　平成１５年（１３年）

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

事 業 名 ： 農業集落排水事業

西都市下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 西都市
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析 ： 別紙のとおり

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付しています。

　平成２８年度に策定・公表しました平成２７年度決算「経営比較分析表」を添付しております。
　この経営比較分析表は、経営及び施設の状況を表す経営指標を基に、経年比較や事業規模の類似する他の団体等との比較、分析を行う
ことで、本市における下水道事業の現状と課題について把握することが可能となります。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4 　該当はありません。

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5 　該当はありません。

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指します。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指します（単純な売却は除きます）。

　平成２８年度の職員数は１６名です。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

　施設維持管理業務（日常水質検査・し渣搬出運搬含む）、汚泥収集
運搬、水質等分析業務、植栽修景管理業務を民間に委託していま
す。

 イ　指定管理者制度 　該当はありません。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 　該当はありません。

事 業 運 営 組 織

　平成１８年度の組織再編により水道課と下水道課が合併し上下水道課となりました。
　課長１名、総務係（課長補佐１名、係長１名、主査１名）、営業係（課長補佐１名、係長１名、主事１名）、
　水道工務係（課長補佐１名、係長１名、主任主事２名、主任技師１名）、
　下水道工務係（課長補佐１名、主任主事１名、主任技師１名）、下水道維持係（係長１名）

職 員 数
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　①収益的収支比率が100％を下回っていること
から、本来使用料で回収すべき経費を全て賄えて
おらず、経営の健全性が確保されているとはいえ
ない状況です。年々排水処理区内人口の減少に伴
い収益も減少している状況であるため、費用削減
や水洗化率の向上等に努め改善していくことが必
要となっています。
　また、施設の老朽化については今後長寿命化の
ための改築更新が必要となってくるため、ストッ
クマネジメント計画を策定し計画的に更新を行っ
ていく必要があります。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　当市においては、平成7年度から農業集落排水
を供用開始しており、開始後21年が経過していま
す。管渠整備は平成4年度より実施していますの
で最も古いものでも法定耐用年数の半分程度であ
り、目視調査の結果でも特に老朽化は確認されて
いません。
　一方、下水処理施設については老朽化が進んで
おり、平成28年度に実施した3処理施設（黒生
野・三財川南・岩崎）及び一部の管路設備の機能
診断に基づき、平成29年度に最適整備構想を策定
する予定です。「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　①収益的収支比率は100％を若干下回ってお
り、また、経年比較においても減少傾向にありま
す。これは排水処理区内人口の減少が収益に影響
しているためと考えられます。
　④企業債残高対事業規模比率については平成17
年度から新たな管渠整備を行っていないため、類
似団体及び全国平均と比較すると大幅に低い数値
となっています。
　⑤経費回収率については100％を上回ってお
り、類似団体及び全国平均と比較すると大幅に高
い数値となっています。また、⑥汚水処理原価に
ついては類似団体及び全国平均と比較すると大幅
に低い数値となっており、効率的な汚水処理を実
施している状況です。
　⑦施設利用率については類似団体及び全国平均
と比較すると若干下回っています。直近の最大稼
働率が約66％、負荷率が約74％となっており施設
規模はほぼ適正な範囲であると考えられます。
　⑧水洗化率は経年比較で改善傾向にあります
が、類似団体及び全国平均と比較して下回ってい
ますので、引き続き向上の取組を行っていく必要
があります。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 7.26 98.60 3,218 2,278 2.16 1,054.63 【】

72.05 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2)

法非適用 下水道事業 農業集落排水 F2 31,614 438.79

経営比較分析表
宮崎県　西都市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 0 0 0 0 0

平均値 0.03 0.04 0.03 0.02 0.01

0.00

0.01
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0.05

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 95.53 99.07 98.92 97.86 97.78

平均値
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①収益的収支比率(％)
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40544 40909 41275 41640 42005

当該値 514.46 395.77 280.33 322.1 79.8

平均値 1239.2 1197.82 1126.77 1044.8 1081.8

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

40544 40909 41275 41640 42005

当該値 138.14 145.18 147.78 145.19 152.13

平均値 51.56 51.03 50.9 50.82 52.19
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当該値 112.13 108.88 106.88 111.03 106.29

平均値 283.26 289.6 293.27 300.52 296.14
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当該値 70.87 70.89 71.75 75.7 75.86

平均値 83.73 83.88 84.06 84.07 84.32

60.00

65.00

70.00

75.00
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90.00

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【1,015.77】

【84.50】【52.74】【289.81】【52.78】

【0.03】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし
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２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

　本市の農業集落排水事業は、農業用用排水の水質保全、農業用用排水施設の機能維持又は農村生活環境の改善を図り、併せて公共用
水域の水質保全に寄与するため、農業集落におけるし尿、生活雑排水等の汚水を処理する施設を整備したことによって生産性の高い農業
と活力ある農村社会の形成において必要不可欠な役割を担っており、今後も持続的に安定したサービスを提供する必要があることから、次
の３点を基本方針として取り組んでいきます。

○快適で機能的な生活環境の整備
　機能調査を基に将来必要な更新工事について検討していきます。また、供用開始区域では水洗化率の向上を図るため、未接続世帯へ啓
発活動を実施し水洗化の促進を図ります。

○持続的な下水道サービスの提供
　農業集落排水処理施設改築更新計画を策定し、老朽化が進む施設・管渠を計画的に更新するとともに、地震等の災害に備え耐震診断・
耐震化に取り組んでいきます。また、管渠の定期的な保守点検を実施し維持管理の適正化に努めます。

○安定した事業経営の実現
　平成３１年４月を目標に農業集落排水事業を法適化することで経営状況を明確化し、中長期的視点に立った適正な事業計画・財政計画を
基に安定した事業経営の実現を図ります。

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り
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（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 105,764 111,085 106,940 113,250 111,725 110,326 109,863 107,899 103,522 96,833 92,467 81,501

（１） (B) 31,509 31,565 31,757 31,559 31,356 31,147 30,935 30,717 30,494 30,267 30,034 29,797

ア 31,507 31,564 31,754 31,556 31,353 31,144 30,932 30,714 30,491 30,264 30,031 29,794

イ (C)

ウ 2 1 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

（２） 74,255 79,520 75,183 81,691 80,369 79,179 78,928 77,182 73,028 66,566 62,433 51,704

ア 74,255 79,520 75,183 81,691 80,369 79,179 78,928 77,182 73,028 66,566 62,433 51,704

イ

２ (D) 46,375 50,359 44,886 53,047 50,002 42,064 40,289 38,472 36,709 35,117 33,768 32,578

（１） 21,343 25,835 23,087 30,888 29,989 23,253 23,279 23,306 23,333 23,360 23,388 23,414

ア 6,898 6,824 7,042 7,170 7,181 7,192 7,202 7,213 7,224 7,235 7,246 7,256

イ 14,445 19,011 16,045 23,718 22,808 16,061 16,077 16,093 16,109 16,125 16,142 16,158

（２） 25,032 24,524 21,799 22,159 20,013 18,811 17,010 15,166 13,376 11,757 10,380 9,164

ア 21,931 20,384 18,792 17,159 15,513 13,811 12,010 10,166 8,376 6,757 5,380 4,164

イ 3,101 4,140 3,007 5,000 4,500 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

３ (E) 59,389 60,726 62,054 60,203 61,723 68,262 69,574 69,427 66,813 61,716 58,699 48,923

1 (F) 2,159 2,590 1,497 6,144 6,353 2,539 2,621 2,707 2,347 1,657 1,699 958

（１） 4,600 4,300

（２） 2,101 2,174 1,430 1,494 2,003 2,489 2,571 2,657 2,297 1,607 1,649 908

（３）

（４）

（５）

（６） 58 416 67 50 50 50 50 50 50 50 50 50

（７）

２ (G) 61,699 63,246 64,023 65,656 67,781 69,937 71,742 71,839 68,627 62,802 60,365 49,330

（１）

（２） (H) 61,699 63,246 64,023 65,656 67,781 69,937 71,742 71,839 68,627 62,802 60,365 49,330

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 59,540 △ 60,656 △ 62,526 △ 59,512 △ 61,428 △ 67,398 △ 69,121 △ 69,132 △ 66,280 △ 61,145 △ 58,666 △ 48,372

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

平成37年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

平成34年度 平成35年度 平成36年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息
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（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

平成37年度本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度

(J) △ 151 70 △ 472 691 295 864 453 295 533 571 33 551

(K)

(L) 5,992 5,841 5,911 5,439 6,130 6,425 7,289 7,742 8,037 8,570 9,141 9,174

(M)

(N) 5,841 5,911 5,439 6,130 6,425 7,289 7,742 8,037 8,570 9,141 9,174 9,725

(O)

(P) 5,841 5,911 5,439 6,130 6,425 7,289 7,742 8,037 8,570 9,141 9,174 9,725

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 31,509 31,565 31,757 31,559 31,356 31,147 30,935 30,717 30,494 30,267 30,034 29,797

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 938,376 875,131 811,108 750,053 686,572 616,635 544,893 473,055 404,427 341,625 281,260 231,930

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

74,255 79,520 75,183 81,691 80,369 79,179 78,928 77,182 73,028 66,566 62,433 51,704

73,911 79,218 74,920 81,459 80,169 79,013 78,798 77,089 72,969 66,528 62,416 51,704

344 302 263 232 200 166 130 93 59 38 17

2,101 2,174 1,430 1,494 2,003 2,489 2,571 2,657 2,297 1,607 1,649 908

687 718 751 784 1,260 1,712 1,759 1,808 1,859 1,148 1,169 908

1,414 1,456 679 710 743 777 812 849 438 459 480
76,356 81,694 76,613 83,185 82,372 81,668 81,499 79,839 75,325 68,173 64,082 52,612

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

98.23 99.50

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

98.19 95.41 94.86 98.50 98.06 97.81収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 97.86 97.78

赤 字 比 率 （ ×100 ）

98.28 98.89

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金
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① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

○投資の目標に関する事項
　計画期間中の補助事業の予定はありません。

○管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　計画期間中の建設・更新の予定はありません。

○投資の平準化に関する事項
　資本費については、起債償還表に基づき計上しています。
　下水道事業の法適化経費については、調査資産・事務量から按分した農業集落排水事業分見積額を計上しています。

○財源の目標に関する事項
　補助事業に係る国庫補助金及び企業債収入については、事業の予定がないため計上していません。

○使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　人口減少による有収水量の減を推計し、使用料単価を乗じて使用料収入を算定しています。使用料の見直しについては、法適化後の経
営分析により使用料金改定も視野に入れた検討が必要となります。

○企業債に関する事項
　地方債については公営企業会計適用債を計上しています。

○繰入金に関する事項
　一般会計からの繰入金については、高資本費対策費や年度ごとの維持管理費及び資本費から繰出基準ごとに積み上げて算出し、災害復
旧分及び負担金不足分元利償還金については基準外繰入として計上しています。

○職員給与費に関する事項
　職員給与費については平成２８年度・平成２９年度は予算ベースで算定し以降を推計、給与費を算定しています。

○動力費に関する事項
　平成２８年度は予算ベースで算定し以降を推計、費用を算出しています。

○薬品費に関する事項
　処理水量の増減の割合から費用を算出しています。

○修繕費に関する事項
　平成２８年度は予算ベースで算定し以降を推計、費用を算出しています。

○委託費に関する事項
　現在の委託状況から平成28年度を算定し以降を推計、費用を算出しています。

7 （農業集落排水事業）



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

広域化・共同化・最適化に関する事項
　事業建設主体となる農地林政課において、平成２８年度に３処理施設とマンホールポン
プ施設の一部の機能診断調査を実施し、これを基に平成２９年度に最適整備構想の策
定が行われた後に、上下水道課においても対応してまいります。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

　ＰＰＰ/ＰＦＩなどについては未検討です。

投資の平準化に関する事項 　上記の最適整備構想を基に、改築更新計画の策定及び工事を計画します。

その他の取組 　特にありません。

使用料の見直しに関する事項 　法適化後の経営分析により使用料改訂も視野に入れた検討が必要と考えます。

資産活用による収入増加
の取組について

　活用できる資産がないため、取組については未検討です。

その他の取組 　特にありません。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
　民間委託による経費削減について、今後検討していきます。

職員給与費に関する事項 　事業の重要性や業務内容の変化に応じて、職員の配置を検討していきます。

動力費に関する事項 　改築更新において高効率型の機種へ切り替え省エネルギー化を図ります。

薬品費に関する事項 　今後も経費削減への取り組みを継続いたします。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　毎年度の進捗管理（モニタリング）、３～５年ごとの見直し（ローリング）を行い、経営戦略の事後検
証、更新を行っていきます。

修繕費に関する事項
　予防保全や定期オーバーホールを実施することで、大規模修繕の発生の抑制を図りま
す。

委託費に関する事項 　委託業務の統合など、経費の削減、効率化を検討していきます。

その他の取組
　財源確保につながる水洗化率の向上促進などの経費について、費用対効果を検討し
ながら、取り組んでまいります。
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